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1. はじめに 
全国の下水道処理人口普及率は，令和2年度

末で80％を超えた1)．下水道事業が概成したな

か，下水道管路延長は令和元年度末で約48万
㎞2)，そのうち耐用年数50年を経過した管きょ

延長は2.2万㎞，10年後には7.6万㎞，20年後に

は17万㎞となり，施設の老朽化が一段と進行

する．一方で，下水道事業には公営企業会計手

法が導入され，膨大な下水道施設を限られた事

業費で適切に維持管理していくストックマネ

ジメントが各下水道管理者に求められている．

このため，下水道管路は様々な改築工法技術が

開発され，これらの技術は維持管理や長寿命化

に大きく寄与している一方で，マンホール改築

工法については，工法が限られているのが現状

である．本論ではマンホールの改築工法の現状

とその課題について論じる．  
 
2. マンホールの機能と劣化原因 
 下水道管路施設には，管きょ，マンホール，

吐口，ます，取付管などがあり，管きょとマン

ホールは施設の根幹をなしている．マンホール

は，管きょを接合させる機能を有し，管きょ内

の維持管理（点検，調査，清掃，修繕・改築な

ど）を行うために必要な施設である．このため，

マンホールは，①管きょの起点②方向③勾配④

管径などの変化する箇所，⑤段差の生ずる箇所，

⑥管きょの会合する箇所，⑦維持管理上必要な

箇所に設置される施設であり，ある試算では管

路延長48万㎞に対し，マンホールは約1,600万
基になるとされる．また，マンホールは，平面

形状は円形もしくは矩形である．円形の場合は，

一般的には最小で内径90㎝，それ以上は120㎝，

150㎝と30㎝ピッチにそれぞれ1号，2号，3号
マンホールと名称が付されている． 
 マンホールの劣化原因は，①活荷重などの集

中荷重によるコンクリートのひび割れ，②経年

によるコンクリートの中性化，③硫化水素の発

生に起因する硫酸によるコンクリートの腐食

が多い3)が，特に，Fig.1に示すようなコンクリ

ート腐食が劣化の大きな要因となっている． 
人間にとって重要な必須元素の1つであり，

生体中では種々のたんぱく質の含硫アミノ酸

として存在する硫黄は，体内から排出され，下

水道管きょ内を流下する．その一部が管きょや

マンホールの底部に堆積し，嫌気状態下で硫酸

塩還元細菌によって硫化水素（H2S）に変化し

て気相部に滞留する．そして，気相部の結露し

ている壁部で硫黄酸化細菌によって酸化して

硫酸（H2SO4）に変化し，コンクリートを腐食

させる．硫酸によるコンクリート腐食が発生し

やすい箇所は，圧送管吐出口のマンホールとそ

の下流側管きょ，そして段差や落差の大きなマ

ンホール部である． 
 
3. マンホールの改築・修繕工法 
 マンホール施設の材質は，レジンコンクリー

トや塩化ビニル製が採用される事例が近年み

られるが，多くはコンクリートであり，現場条

件や施工条件によって現場打ちもしくは2次製

品が使い分けられている．また，マンホールの

腐食や劣化の対策工法は，以前は布設替えを基

本としていたが，近年では様々な用途に適した

対策工法が開発されており，最も適した工法に

より長寿命化対策を図っている．Fig.2に対策

工法を示す．いずれにしてもマンホールの長寿

命化計画の策定にあたっては，ストックマネジ

メント手法に基づく長期的な改築・修繕計画お

よび点検・調査情報を踏まえて，①一体対応（改

築工法）か部分対応（修繕工法）かの診断，②

劣化状況や現場条件などの適用性検討，③

LCCによる経済比較，によって対策を講じる4)． 
コンクリート腐食が進行したマンホールは，

コンクリートの減厚や鉄筋腐食による強度不

足が懸念され，コンクリート表面の改築のみで 

Fig.1 腐食したマンホール（底部から撮影） 
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は対策が不十分な場合が多く，補強対策として，

更生工法が採用される場合が多い．Fig.3に現

在実績のある更生工法とその適用範囲を示す

が，図に示す通り，すべてのマンホール形状に

適用可能な対策工法はない． 
 
4. まとめ，今後の展望 
老朽化が社会問題となっているインフラ施

設は，下水道施設のみならず，早急な対策を迫

られている．マンホールは，そもそも狭小であ

るため，対策後も最低限のスペースの確保が要

求される．同様に橋梁の補強対策工法において

も，車両走行面（高さ：FH）に制約がある．こ

のため，薄い肉厚部材で強度を発揮する材料の

開発が進んでおり，マンホールの補強対策に応

用できる可能性は高い．たとえば，補強シート

は，厚さが1㎜程度のものが開発されており，

下水道分野の補強には実績がなくても優れた

材料を利活用することによって，すべてのマン

ホール形状に対応できる新しいマンホールの

対策工法が開発されると考える． 
現状でのマンホールの更生工法は，種々の条

件や工法の適用範囲によってすべてのマンホ

ールが対策できることは困難である．結果とし

て，施工規模や工期が大規模になる布設替工法

しか選択できない場合が多い．このため，新し

い対策工法を開発することは，対策工法の選択

肢の幅を拡大することになり，下水道管理者は

劣化や腐食の状況や長寿命化対策に最も適し

た工法を採用することができ，ストックマネジ

メントをはじめとした適切な施設の維持管理

が展開できることになる． 
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Fig.2 マンホール対策工法の分類 

Fig.3 各更生工法と適用範囲 

1号 2号 3号 4号 5号
円形現場打 〇 〇 〇 △ ×

円形2次製品 〇 〇 〇 △ ×

矩　　形

円形現場打 〇 〇 〇 〇 ×

円形2次製品 〇 〇 〇 〇 ×

矩　　形

円形現場打 〇 〇 〇 〇 ×

円形2次製品 〇 〇 〇 〇 ×

矩　　形

円形現場打 〇 〇 〇 × ×

円形2次製品 〇 〇 〇 × ×

矩　　形

円形現場打 〇 × × × ×

円形2次製品 〇 × × × ×

矩　　形

円形現場打 〇 〇 〇 × ×

円形2次製品 〇 〇 〇 × ×

矩　　形

円形現場打 〇 〇 × × ×

円形2次製品 〇 〇 × × ×

矩　　形

円形現場打 × × × × ×

円形2次製品 〇 〇 〇 × ×

矩　　形

円形現場打 〇 〇 △ × ×

円形2次製品 〇 〇 〇 × ×

矩　　形

円形現場打 〇 〇 〇 〇 〇

円形2次製品 〇 〇 〇 〇 〇

矩　　形
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